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農村地域防災減災事業 



令和元年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：新潟県）（地区名：中ノ口川西部）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善、農村生活環境の改 ○
と。 善等の観点から、当該事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分に見込まれ、すべての効
が十分見込まれ 用がそのすべての費用を償うこと。

○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農業経営の
可能性が十分で 状況からみて負担能力の限度を超えることとならない

○
あること。 こと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領等に規定された事業内容、採択基
件を満たしてい 準の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。

項目４．において、受益者負担がない場合は判定を「－」とする。



令和元年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：新潟県）（地区名：中ノ口川西部）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目
評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保
－

○
Ａ

②コスト縮減についての具体的配慮 ○

有効性 食 料 の 安 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上 千円/ha
170 Ａ

定供給の 維持・向上 効果額（受益面積当たり） ･年

確保
産地収益力の 生産額（主食用米を除く）に占める高収

％
94

Ａ
向上 益作物の割合 0

農業の持 望ましい農業 担い手への農地利用集積率
％ 65 Ａ

続的発展 構造の確立

農地の確保・ 耕地利用率、作付率の増加ポイント
％

98
Ａ

有効利用 0

農業生産基盤 災害防止効果額（農業） 千円/ha
96 Ｂ

の保全・管理 （受益面積当たり） ･年

農村の振興 農村の生活環 災害防止効果額（一般資産＋公共資産） 千円/ha 1,365 Ａ
境の整備 （受益面積当たり） ･年

地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha
554 Ｂ

波及効果 （受益面積当たり） ･年

農業の高付加 農業の高付加価値化
－

〇
Ａ価値化 〇

多 面 的 機 地域の共同活 多面的機能支払交付金等の取組
－ ○ Ａ能の発揮 動

国土の保全 ソフト対策を活かした防災・減災力の強
－ 〇 Ａ

化



【事業の実施環境等】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 環境への 生態系 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた生
a

実施環 配慮 態系配慮
境等 ②地域住民の参加や地域住民との合意形

－ a Ａ
成への取組

③維持管理、費用負担及びモニタリング
－

体制等の調整状況

景観 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた景
a

観配慮
②地域住民の参加や地域住民との合意形

－ a Ａ成への取組
③維持管理、費用負担及びモニタリング

－
体制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画等と
本事業との整合性 a

②都道府県や市町村の国土強靱化地域
計画と本事業との整合性 a

③都道府県や市町村の地域防災計画等と － Ａ
本事業との整合性 a

④事業実施地区が公害防止計画区域、特
殊土壌地域等の各種法令、条例等で地 a
域指定がなされていること。

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況
－

②その他着工前に重要な協議(予備)の状況 －
a

Ａ

関連事業との調整 ①事業主体から概略構想(関連事業調書)
－

の提出
－ －

②共同事業(事業内容、事業費、アロケ
－

ーション等)の事前了解

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況
a②事業実施に対する関係市町村の同意状 －
a

Ａ
況

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立 a
②事業推進協議会から着工要望の提出 － a Ａ

維持管理体制 ①予定管理者の同意
a

②維持管理方法と費用負担に関する予定 －
a

Ａ
管理者との合意



評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 営農推進体制・環境 ①営農部局との連携 a
実施環 ②営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － － Ａ
境等 ③農産物の流通・販売基盤の整備状況 a

緊急性 災害発生時の ①広範囲に影響を及ぼすこととなる機能
○

影響 低下した土地改良施設が存在

②基幹土地改良施設やライフラインとの
－ － Ｂ

共用施設が存在

③防災上重要な施設の存在や災害発生時
○

の地域社会への影響

被害の発生頻度 過去10年間の被害発生頻度 － ほぼ毎年 Ａ

ストック効果の最大化 ストック効果の最大化に向けた事業の効
－ 83 Ａ

率性・有効性等の確保















































令和元年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：石川県）（地区名：山島用水）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性が ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
明確であること。 産の選択的拡大、農業構造の改善、農村生活環境の改 〇
（必要性） 善等の観点から、当該事業を必要とすること。

２．技術的可能性が ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
確実であること。 技術的に可能であること。 〇

３．事業の効率性が ・当該事業の効用の発現が十分に見込まれ、すべての効
十分見込まれるこ 用がそのすべての費用を償うこと。 〇
と。（効率性）

４．受益者負担の可 ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農業経営の
能性が十分である 状況からみて負担能力の限度を超えることとならない ―
こと。（公平性） こと。

５．環境との調和に ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
配慮していること。 〇

６．事業の採択要件 ・事業実施要綱・要領等に規定された事業内容、採択基
を満たしているこ 準の要件に適合していること。 〇
と。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。

項目４．において、受益者負担がない場合は判定を「－」とする。



令和元年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：石川県）（地区名：山島用水）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目
評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 〇
②コスト縮減についての具体的配慮 －

〇
Ａ

有効性 食 料 の 安 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上 千円/ha

定供給の 維持・向上 効果額（受益面積当たり） ･年
282 Ａ

確保
産地収益力の 生産額（主食用米を除く）に占める高収 75
向上 益作物の割合

％
0

Ｂ

農業の持 望ましい農業 担い手への農地利用集積率
続的発展 構造の確立 ％ 72 Ａ

農地の確保・ 耕地利用率、作付率の増加ポイント 103
有効利用 ％ 0

Ａ

農業生産基盤 災害防止効果額（農業） 千円/ha

の保全・管理 （受益面積当たり） ･年 876 Ａ

農村の振興 農村の生活環 災害防止効果額（一般資産＋公共資産） 千円/ha

境の整備 （受益面積当たり） ･年 1,724 Ａ

地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha

波及効果 （受益面積当たり） ･年 810 Ｂ

農業の高付加 農業の高付加価値化 ○
価値化

－
○

Ａ

多 面 的 機 地域の共同活 多面的機能支払交付金等の取組
能の発揮 動

－ ○ Ａ

国土の保全 ソフト対策を活かした防災・減災力の強
化 － ○ Ａ



【事業の実施環境等】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 環境への 生態系 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた生
実施環 配慮 態系配慮
境等 ②地域住民の参加や地域住民との合意形 a

成への取組 － a Ａ
③維持管理、費用負担及びモニタリング a

体制等の調整状況

景観 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた景
観配慮 a

②地域住民の参加や地域住民との合意形 － - Ａ
成への取組 -

③維持管理、費用負担及びモニタリング
体制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画等と
本事業との整合性

②都道府県や市町村の国土強靱化地域 a
計画と本事業との整合性 a

③都道府県や市町村の地域防災計画等と － a Ａ
本事業との整合性 a

④事業実施地区が公害防止計画区域、特
殊土壌地域等の各種法令、条例等で地
域指定がなされていること。

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 -
②その他着工前に重要な協議(予備)の状況

－
a

Ａ

関連事業との調整 ①事業主体から概略構想(関連事業調書)
の提出 －

②共同事業(事業内容、事業費、アロケ
－

－
－

ーション等)の事前了解

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況
－

②事業実施に対する関係市町村の同意状 －
a

Ａ
況

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立
a

②事業推進協議会から着工要望の提出 －
a

Ａ

維持管理体制 ①予定管理者の同意
a

②維持管理方法と費用負担に関する予定 －
a

Ａ
管理者との合意



評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 営農推進体制・環境 ①営農部局との連携 a
実施環 ②営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － a Ａ
境等 ③農産物の流通・販売基盤の整備状況 a

緊急性 災害発生時の ①広範囲に影響を及ぼすこととなる機能

影響 低下した土地改良施設が存在

②基幹土地改良施設やライフラインとの 〇
共用施設が存在 － ○ Ａ

③防災上重要な施設の存在や災害発生時 ○
の地域社会への影響

被害の発生頻度 過去10年間の被害発生頻度 複数
－ 年

Ｂ

ストック効果の最大化 ストック効果の最大化に向けた事業の効

率性・有効性等の確保 － 83 Ａ
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